
◎いずれの資金についても、融資限度額以内の借入れであれば、２口以上ご利用いただけます。 （令和７．４．１現在）

◎対象要件に該当すれば、複数の資金を併用してご利用いただけます。その場合の融資限度額は、最も融資限度額が大きい資金の融資限度額以内とします。

  　・中小企業者、小規模企業者であること。（裏面【２】参照）

       ※資本金又は常時使用する従業員数のいずれかが該当していれば、

    　　法人・個人は問いません。

  資金名   　・市税を完納していること。

 区  分   　・市内に住所を有する個人又は市内に主たる事業所（事務所）を

 １．対　　　 象 ・右枠「融資の申込み要件」・右枠「融資の申込み要件」 ・右枠「融資の申込み要件」 ・右枠「融資の申込み要件」   右枠「融資の申込み要件」を全て満たし、 かつ、  右枠「融資の申込み要件」を 全て満たし、かつ、  　　 有する法人であること。

　を全て満たしていること 　を全て満たしていること 　及び次の要件を全て満たして 　を全て満たしていること   次のいずれかに該当すること。ただし、右下枠の特例  認定特定創業支援等事業による支援を受け、かつ、   　・市内で引き続き１年以上同一事業を営んでいること。（創業等支

　いること   を受ける場合には、一部条件が変更となります。  次のいずれかに該当すること。 　  　援資金①②④⑤⑥⑦、創業サポート特別資金を除く。）

・特別小口資金融資以外に、  ①事業を営んでいない個人が、１か月以内に新たに  ①事業を営んでいない個人が、6か月以内に新たに   　・暴力団又は暴力団員等でないこと。暴力団又は暴力団員等の統制

　信用保証協会の保証残高が    市内で事業を開始する具体的計画を有すること     市内で事業を開始する具体的計画を有すること   　　下にないこと。暴力団又は暴力団員等と社会的に非難される関係

　ないこと  ②事業を営んでいない個人が、２か月以内に新たに  ②事業を営んでいない個人が、6か月以内に新たに         を有しないこと。

・市民税の所得割（法人税割） 　 市内に会社を設立し、事業を開始する具体的計画 　 市内に会社を設立し、事業を開始する具体的計画   　・信用保証協会の保証対象業種を営んでいること。

　課税があること 　 を有すること 　 を有すること   　・信用保証協会の求償権に対して、弁済義務を有していないこと。

 ③会社が、既存事業を継続しつつ新たに市内に会社を  ③事業を営んでいない個人が、新たに事業を開始し、   　・営業許可、登録等が必要な業種は、許認可等を受けていること。

 　設立し、事業を開始する具体的計画を有すること 　その事業開始日以後1年を経過していないこと   　・銀行取引停止処分を現に受けていないこと。

 ④事業を営んでいない個人が、新たに事業を開始し、その  ④事業を営んでいない個人により新たに設立された      ・その他、融資の資格要件に該当すること。

　事業開始日以後5年を経過していないこと  　会社であって、その設立日以後1年を経過してい

 ⑤事業を営んでいない個人により新たに設立された会社で     ないこと

 　あって、その設立日以後5年を経過していないこと  ⑤③が事業の一部又は全部を譲渡して設立した会社で

 ⑥会社が、既存事業を継続しつつ新たに設立した会社で  　あって、③の事業開始日以後1年を経過していない

 　あって、その設立日以後５年を経過していないこと  　こと

 ⑦④が事業の一部又は全部を譲渡して設立した会社であっ

 　て、④の事業開始日以後5年を経過していないこと くらしき創業サポートセンターが実施する起業塾や窓口相談事業

　 などの、認定特定創業支援等事業により支援を受けたことについて

市町村長が発行する証明書をお持ちの方は、創業等支援資金につ

いて以下の特例が受けられます。

　※申込み時に証明書の写しをご用意下さい。

・①の１か月・②の２か月が、６か月に期間延長となる。

・融資上限額が１，５００万円まで拡大となる。

注１ 現に信用保証協会の保証による融資を受けている場合は、2,000万円
  から当該融資残高を差し引いた額とし、1,000万円を限度とします。

注２ 現に特別小口資金融資を受けている場合は、2,000万円から当該
  融資残高を差し引いた額とし、1,000万円を限度とします。

注３ ただし、創業関連保証の限度額以内となります。

注４ 要件に該当する方には保証料の補給があります。詳しくは裏面【4】
★は写し可 ◎は必ず必要　　○は該当する場合のみ必要  をご参照ください。

注５ 信用保証協会のご協力により、この料率から0.2%の割引があり

  　　ます。（令和８.３.３１までに信用保証協会が保証申込みを受け

（許認可の必要な業種）         付けたものに限る。）

許認可証等の写し 注６ 信用保証協会のご協力により、この料率から0.4%の割引があり

（設備資金）   　　ます。（令和８.３.３１までに信用保証協会が保証申込みを受け

見積書・図面・カタログ         付けたものに限る。）

（建設業関係） 注７ スタートアップ創出促進保証を受ける場合は0.2%を上乗せした

受注工事明細書 　　 保証料率になります。

（創業関係） 注８ 一部業種については中小企業信用保険法施行令第１条の２により、

認定特定創業支援等事業による支援を 　　  小規模企業者となる従業員数等が規定されており、企業安定資金

受けたことの証明書の写し 　 　 はご利用頂けず、小規模企業者の方向けの融資制度をご利用頂く

その他、求めに応じて審査に 　 　 場合もあります。

必要な書類をご提出ください。

注９　　初めて利用する場合3か月以内の発行分が必要です。2回目以降は前回利用時から変更があった場合に必要となります。

注１０　原則として、決算期から６か月以上経過している場合、必要となります。 注１２　必要に応じ、ご提出いただきます。

注１１　 NPO法人で法人市民税の納税証明書が交付されない（課税免除の）場合は、商工課へご連絡ください。 注１３　創業等支援資金対象者①②③、創業サポート特別資金対象者①②の場合、必要となります。

  融資制度のご利用にあたっては、取扱金融機関・信用保証協会の審査があります。審査の結果によっては、ご希望どおりの融資がご利用になれない場合があります。

－

－ －

法人

－ － － ○ ○

－ － －

創業計画書　※注１３ － － － －

申込人の市県民税（所得・課税）証明書 － － － － ◎

－ － ○ ○ － ○

○ ○ ○ ○ ○

連帯保証人の固定資産税（評価・課税）証明書★　※注１２ ○ ○ ○ ○

申込人の固定資産税（評価・課税）証明書★　※注１２ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

◎ ◎ ◎ ◎ ◎

住民票（初回又は異動時）★　※法人は代表者 ○ ○ ○ ○

申込人の納税証明書★　※注１１ ◎ ◎ ◎ ◎

○

◎

○ ○ ○ ○ ○

○○ ○ ○ ○

○

◎ ◎ ◎ ○

印鑑証明書（含連帯保証人）★　※注９

残高試算表　※注１０ ○ ○ ○ ○

－

○ ○ ○

確定申告書及び決算書★ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

◎

○

◎

商業登記簿謄本（履歴事項全部証明書）★　※注９ － ○ － ○ － ○

法人

○

法人

信用保証委託申込書 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

○

◎

創業等支援資金

個人 法人 個人 法人 個人 NPO法人 個人

◎

個人

申
込
み
に
必
要
な
書
類

資金名
小口資金 小口零細企業資金 特別小口資金 企業安定資金

◎

－

信用保証協会の定めによります

○

信用保証協会の定めによります

 ８．担　　　　 保 必要に応じ徴します 必要に応じ徴します 不　要 必要に応じ徴します 不　要 不　要

年 １．８０％
（責任共有制度対象）

年 １．６５％
（責任共有制度対象外）

 ６．貸 付 期 間

 ５．信用保証料率 年 １．５２％以内

 ４．融 資 利
率
　　（変動金利）

 ７．連帯保証人 信用保証協会の定めによります 信用保証協会の定めによります 不　要 信用保証協会の定めによります

 ３．融　資　額 １，０００万円以内 １，０００万円以内　※注１ １，０００万円以内　※注２ ２，０００万円以内

年 １．５２％以内
※注４※注５

（詳細は裏面【３】【４】）

年 １．７６％以内
※注４※注５

（詳細は裏面【３】【４】)

個人：年 ０．７％

NPO：年０．６％

　※注４
（詳細は裏面【４】）

年 １．８０％
（責任共有制度対象）

年 １．６５％
（責任共有制度対象外）

個人：年 １．６５％
NPO：年 １．８０％

 ２． 資 金 使 途 運転資金・設備資金 運転資金・設備資金 運転資金・設備資金 運転資金・設備資金 運転資金・設備資金

小 口 資 金 小口零細企業資金 特別小口資金 企業安定資金

年 ０．７％
※注４※注６※注７

（詳細は裏面【４】）

１年を超え１０年以内
（内据置２年以内）

創業サポート特別資金　創業等支援資金

１年を超え7年以内
（内据置1年以内）

年 １．６５％

倉　 敷　 市　 中　 小　 企　 業　 融　 資　 制　 度　 一　 覧

小　規　模　企　業　者　の　方 中小企業者の方

常時使用する従業員が20人以下の会社・個人・NPO法人（商業・サービス業
は5人以下）・医業を主たる事業とする法人、組合等

常時使用する従業員が２１人以上の
会社・個人・NPO法人（商業・サー
ビス業は6人以上）・医業を主たる
事業とする法人、組合等　※注８会社、個人、NPO法人、医

療法人、組合等
会社、個人、医療法人、組合等

新たに事業を始める方、

事業を始めて間もない方
個人、NPO法人

○

○ ○

○

運転資金・設備資金

１，０００万円以内　※注３

（特例の場合は１，５００万円以内）
350万円以内　※注3

年 １．６５％

年 ０．７％
※注４※注６※注７

（詳細は裏面【４】）

年 0．3％

－ －

○ ○

◎

－ ○

○ ○

－

創業サポート特別資金 その他申込内容により
必要となる書類

○ ○

○ ○

○

◎ ◎

個人

融資の申込み要件

創業等支援資金の特例



　

保証料補給対象の場合

⑤融資実行  　④信用保証  ⑦保証料補給

① 保証付融資申込み  ②信用保証依頼  ⑥交付申請

① 保証付融資申込み・・・必要な書類を添えて、取扱金融機関へ申し込んでください。
② 信 用 保 証 依 頼 ・・・取扱金融機関を経由して、信用保証協会へ信用保証を依頼してください。
③ 審 　　　　 　査 ・・・保証承諾の可否について、事業の内容や資金使途等を審査します。
④ 信    用    保    証・・・保証が決定されると、取扱金融機関へ信用保証書が発行されます。
⑤ 融    資    実    行・・・取扱金融機関で借入れの手続を行ってください。

※なお、融資状況について、信用保証協会及び取扱金融機関から市へ報告があります。

＜保証料補給対象の場合＞　※右下の【４】信用保証料補給制度をご覧ください。
⑥ 交　 付　 申　 請・・・保証協会が市へ申請します。
⑦ 保  証  料  補  給 ・・・信用保証協会へ市から直接保証料を補給します。 
　　　　　　　　　　　　 申請の必要はありません。

　 

  倉敷支所 倉敷市大島54-2
(（０８６）４２５－３１０３

①中小企業者（小規模企業者を含む。）が創業時の
　 資金を利用した場合 倉敷市中小企業融資制度は、市内

・創業等支援資金・創業サポート特別資金 中小企業者の経営の安定と設備の
※製造業等とは、製造業、建設業、運輸業その他の業種をいいます。 　を新たに利用した方。 近代化又は合理化を図るため、
　（卸売業、サービス業、小売業を除く。） ・信用保証協会の保証付融資の既借入れ 必要な資金を融資する制度です。
※一部業種については、上表にかかわらず、中小企業信用保険法施 　分を新規借入れ分で決済する条件がない また、岡山県信用保証協会の保証
　行令第１条第２項及び第１条の２で、その業種ごとに資本金の額 　融資であること。 を付けることにより金融機関に対
　・従業員数が設定されています。  （小口、企業安定資金等、他の本市制度融資を含む。） する信用力を高め、より有利な条
※医業を主たる事業とする法人は300人以下。(小規模企業者は20人以下。) 　＊２口目以後の利用でも可。 件で融資が受けられます。
※NPO法人、医療法人には資本金の規模要件はありません。

②小規模企業者が小額の資金を利用した場合

・300万円以内の小口・小口零細企業・

   特別小口資金を新たに利用した方。

〇小口資金・企業安定資金の保証料率 ・信用保証協会の保証付融資の既借入れ

単位(年)：％ 　分を新規借入れ分で決済する条件がない

　融資であること。

　（本市創業等支援・創業サポート特別資金を含む。） ・本 庁 商 工 課 倉敷市西中新田640
　＊2口目以後の融資については、 (（０８６）４２６－３４０５

〇小口零細企業資金の保証料率 　   既融資残高（創業等支援資金・創業

単位(年)：％ 　　サポート特別資金を除く。）との合 ・児島支所産業課 倉敷市児島小川町3681-3
　　計額が300万円以内の場合のみ、 (（０８６）４７３－１１１５
　　対象となります。

・玉島支所産業課 倉敷市玉島阿賀崎1-1-1

※セーフティネット保証などの特例保証を利用される場合は、 ※該当される場合は、市から信用保証協会へ直接 (（０８６）５２２－８１１４

　 経営状況にかかわらず一律の料率が適用されます。 　保証料を補給します。申請の必要はありません。

※小口資金、小口零細企業資金については、セーフティネット ・水島支所産業課 倉敷市水島北幸町1-1

　保証等に該当する場合を除き、信用保証協会のご協力により (（０８６）４４６－１１１３

　この料率から0.2%の割引があります。
　（令和8.3.31までに信用保証協会が保証申込みを受け付け ・真備支所産業課 倉敷市真備町箭田1141-1

　たものに限ります。） (（０８６）６９８－８１１２

4 8
0.901.40 1.24

◎ 岡 山 県 信 用 保 証 協 会

山 陰 合 同 銀 行

も み じ 銀 行

料率区分 1 2 3

1
1.52

9

5 6 7
1.08

4 5 8

9

融 資 制 度 の ご 案 内

倉敷市中小企業向け

◎ 取 扱 金 融 機 関

（令和７年度）

中 国 銀 行

広 島 銀 行

百 十 四 銀 行

ト マ ト 銀 行

サービス業 5,000万円以下

小　売　業 5,000万円以下 50人以下

　補給対象要件

（※右記の全て
　の要件を満た

すこと）

100人以下 5人以下

ＴＥＬ(086)426-3405

〒710-8565 倉敷市西中新田640

（２Ｆ）

（４Ｆ）

　補給対象要件

（※右記の全て
　の要件を満た

すこと） 倉敷市文化産業局商工労働部商工課

（２Ｆ）

◎ 市の相談・問合わせ窓口

0.500.70

0.45

1.08

0.92 0.80

6

（２Ｆ）

卸　売　業 5人以下
製 造 業 等

１億円以下 100人以下

中　小　企　業　者
資　本　金
３億円以下 300人以下

保証料率Ⅱ 1.76 1.60 1.44

2

（４Ｆ）

0.60

3
保証料率Ⅰ

料率区分

5人以下

1.00 0.901.28

7

従業員数
小規模企業者

従業員数
20人以下

香 川 銀 行

伊 予 銀 行

水 島 信 用 金 庫

玉 島 信 用 金 庫

吉 備 信 用 金 庫

お か や ま 信 用 金 庫

笠 岡 信 用 組 合

【３】信用保証料率

信用保証協会

倉敷支所

次の要件に該当する場合、

信用保証料を補給します。

お申込みは、取扱金融機関へ

至福山 国道429号線 至岡山

ＪＲ倉敷駅

●警察署

●備中県民局

●税務署

●法務局

●裁判所

大島
交差点

【１】申込みから融資実行まで

【４】信用保証料補給制度

申込み・相談窓口

【２】小規模企業者・中小企業者とは

中
小
企
業
者

金
融
機
関

信
用
保
証
協
会

③
審
査

市


